

















































Serial consideration of a local community organization’s reorganization 
of a “simultaneous intermediate type”
－ Case study of Keinan District, Ena City, Gifu Pref. －
Center for Community Co-design, The University of Shiga Prefecture
Kazu Hagihara
Abstract
　In	this	 research,	 an	attempt	at	 reorganization	
was	 serial ly	 verif ied	 [by	 a	 self -governing	
body	 before	 a	merger]	 for	 a	 local	 community	
organization	 that	was	 new	 in	 a	 unit	 (of	 old	
towns	and	villages)	 following	 the	 example	 of	 a	
“simultaneous	intermediate	type.”
　Based	on	 this,	 serial	 analysis	was	 conducted	




and	 that	 cooperation	between	 each	 of	 the	 city	
planning	boards	was	scarce.	Another	finding	was	







　When	 the	 information	 from	 the	 analysis	was	
verified,	from	the	viewpoint	of	inter-organizational	
relations,	 the	 following	 three	 features	 became	
clear.
1)		In	the	Iwamura	area,	 there	was	no	 indication	
that	 the	 various	 organizations	 cooperated	
comprehensively	 in	 the	 beginning	 of	 the	
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establishment	 of	 a	 city	 planning	 board.	
Moreover,	 the	 administrative	 officer	was	
lacking	in	participation.





3)	 In	 the	Kushihara	area,	 there	existed	a	 clear	
division	of	 roles	 concerning	 the	 local	people	
and	 those	 outside	 the	 area.	Moreover,	 an	
enterprise	 aimed	 at	 fostering	 a	 mutual	
exchange	of	opinions	was	started	intentionally.
　As	mentioned	 above,	 it	 turned	 out	 that	 the	




　Support	 that	 promotes	 the	 internal	 and	
external	production	 of	 a	network,	 especially	 in	
the	Kushihara	area,	is	highly	meaningful	from	the	
viewpoint	of	inter-organizational	relations.




















































































































　岐阜県恵那市は平成 16 年に旧恵那市と旧恵那郡 5 町
村が新設合併してできた自治体であり、岐阜県東濃地方
に所在する。人口と世帯数は55,512人と 19,149世帯（平














 岩村地域自治区 明智地域自治区 山岡地域自治区 串原地域自治区 上矢作地域自治区
面積 34.3ｋ㎡ 67.1ｋ㎡ 60.9ｋ㎡ 38.2ｋ㎡ 130.9ｋ㎡
人口（H17国調査） 5,506人 6,397人 5,080人 901人 2,468人
世帯数 1,818世帯 2,087世帯 1,519世帯 296世帯 854世帯
高齢化率 29.0% 30.6% 30.0% 38.6% 39.3%
過疎地指定の有無 ― ― ― ○ ○
地域協議会委員数 24名 28名 20名 18名 25名
まちづくり実行組織 城下町ホットいわむら あけちまちづくりフォーラム ＮＰＯまちづくり山岡 串原地域づくり住民会議 上矢作町まちづくり委員会
・歴史文化部会 ・健康スポーツ部会 ・市の花「ささゆり」の ・健康福祉生活環境専門部会 ・住民福祉部会
・健康福祉人づくり部会 ・地域活性化部会   里づくり事業委員会 ・都市交流産業振興専門部会 ・地域整備部会
・観光交流部会 ・自然環境部会 ・親子ふれあい事業委員会 ・教育文化住民参加専門部会 ・教育文化部会








農家数（Ｈ20） 483名 519名 653名 198名 367名
経営耕地面積（Ｈ20） 31,748ａ 22,122ａ 37,001ａ 6,703ａ 12,932ａ
事業所数（Ｈ20） 95ヶ所 97ヶ所 44ヶ所 9ヶ所 27ヶ所
商品販売額（Ｈ20） 761,495（万円） 415,913（万円） 173,912（万円） 29,934（万円） 64,321（万円）
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　まず平成 17 年に、市町村合併前の旧町村の区域（旧
恵那市、旧恵那郡 5町村）ごとに、合計 6の地域自治区


























































岩村振興事務所振興課（実施：平成 22 年 1 月 25 日） 
ＮＰＯまちづくり山岡事務局（実施：平成 21 年 11 月 4 日）
明智振興事務所振興課（実施：平成 22 年 1 月 26 日） 
※あけちまちづくりフォーラムメンバーが同行  
串原振興事務所住民課（実施：平成 22 年 1 月 26 日） 































































































































































































































































































































　　　（ H 1 6 年以前）
Ⅱ期：設立準備の段階
　　　（ H 1 6 ～H 1 7 ）
Ⅲ期：まちづくり実行
　　　組織の成立















併後には 35 から 40 の事業が廃止になる恐れがあると試




























































































































　　　（ H 1 6 年以前）
Ⅱ期：まちづくり実行組織への移行
　　　（ H 1 6 ～H 1 7 ）
Ⅲ期：まちづくり実行組織の成立






















































































































　　　（ H 2 0 ～）
Ⅰ期：構想説明の段階
　　　（ H 1 6 年以前）
Ⅱ期：設立準備の段階
　　　（ H 1 6 ～H 1 7 ）
Ⅲ期：まちづくり実行
　　　組織の成立
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注
1）	 市町村が、その区域内の地域に、市町村長の権限に属する事務を分掌させ、及び地域の住民の意見を反映させつつこれを処理させ




3）	 合併前にふるさと創生 1億円の一部で設立された基金とその運用益を含めた約 6,800 万円を町が寄附した。全戸加入が町議会の寄
附議決を後押ししたとされる。
4）	 プレヒアリング（平成 21 年 9 月 18 日実施）で旧 5町村における地域づくり事業の進捗について聞き取りした際、事業計画の 3割
程度が繰越しとのことであった。
5）	 地域づくり事業が始まり、4年目を迎えた平成 19 年度に、これまでの事業を振り返る場として、「いきいきと暮らせる町づくり実
行委員会」として発足し、その後、現名称のもとで活動している。当初は日常生活の不便さをアンケート調査等から抽出し、企画
案を検討する委員会であった。
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